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第１ 現状 

 

１ 公社の概要と改革プラン策定の経緯 

 

（１）設立と役割 

山梨県住宅供給公社（以下「公社」という。）は、地方住宅供給公

社法に基づき、勤労者に居住環境の良好な集団住宅及び宅地を供給す

ることを目的として、昭和４３年２月に県の全額出資（１千万円）に

より設立され、昭和３０年代から住宅施策の一環として県が行ってき

た分譲事業を公社が受け継ぐ形となった。以来、３千戸を超える分譲

住宅や賃貸住宅を供給し、良質で低廉な住宅の整備に大きな役割を担

ってきた。 

 

（２）経営悪化と経営再建に向けた取り組み 

いわゆるバブル景気時に取得開発した住宅団地がバブル景気崩壊後

の長引く景気低迷の中、販売不振となり財政状況が悪化した。 

このため、平成９年度に「経営改善計画」を、平成１２年度には

「新たな経営改善計画」を策定し、分譲資産の早期処分や組織改革に

よる経営合理化等に取り組んできた。 

さらに、外部の有識者からなる「山梨県住宅供給公社検討委員会」

からの提言を踏まえ、平成１７年３月に「経営計画」を策定し、新規

の分譲事業を行わないこと、保有する分譲資産の計画的な販売、組織

体制の見直し、人件費の縮減、更には県補助金の創設等、経営の健全

化に向けた取り組みを進めてきた。 

 

（３）第一次改革プラン（Ｈ２２～Ｈ２５）の策定 

総務省は、平成２０年６月、経営が著しく悪化した第三セクター等

の改革について、ガイドラインを示し、平成２１年６月には、第三セ

クター等改革推進債を活用し、存廃も含めた抜本的改革を行うよう助

言を行った。 

県としても財政健全化に取り組んでおり、将来負担比率の抑制を行

う必要があったため、平成２１年３月に策定した「新たな経営計画

（Ｈ２１～Ｈ２５）」について、外部有識者等からなる山梨県出資法

人経営検討委員会における検証を行うとともに、公社の存廃も含めた

必要性等の検討を行い、平成２２年１０月に「第一次改革プラン（Ｈ

２２～Ｈ２５）」を策定した。 

 

（４）第二次改革プラン（Ｈ２６～Ｈ３０）の策定 

当時、課題となっていたファミリー賃貸住宅割賦事業（以下「ファミ賃

事業」という。）により発生した未収金への対策や、今後、事業の縮小
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整理に努めることとした。また、分譲事業を終了し本来の役割を終え

たため、令和２０年度を目途に解散すること及び県営住宅管理に令和

５年度を目途とした指定管理者制度等への移行を検討することなどを

内容とする「第二次改革プラン（Ｈ２６～Ｈ３０）」を策定した。 

 

（５）第三次改革プラン（Ｈ３１～Ｒ５）の策定 

第二次改革プランの継続を基本とし、令和２０年度を目途としてい

る解散に向け、借入金返済や繰越欠損金解消などの諸課題に着実に対

応するとともに、令和４年度から令和６年度までの３年間、一部の県

営住宅で指定管理者制度を取り入れ、段階的移行を実施することなど

を内容とする「第三次改革プラン（Ｈ３１～Ｒ５）」を策定した。 

 

２ 第三次改革プランの達成状況 

  借入金の返済及び繰越欠損金の解消において、第三次改革プランにお

いて定めた目標以上の成果を達成できる見込みである。 

 

（１）借入金の返済 

短期無利子貸付金及び債務処理対策補助金により、金融機関の有利

子負債を軽減し、経営の健全化を図り、債務処理対策補助金及び賃貸

管理事業の事業利益等を償還財源に充てることで、計画的に返済を行

った。 

その結果、平成３０年度末の借入金約８５億円（ファミ賃事業の

公社による直接経営分を含む）を５年間で約１５億円削減するとし

た第三次改革プランの目標に対し、約１６億円の削減を行い、令和

５年度末には約６８億円にできる見込みである。 

 

借入金の推移                       （単位：百万円） 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5見込 

期末残高 8,451 8,152 7,752 7,512 7,172 6,823 

削減額  △ 299 △ 400 △ 240 △ 340 △ 350 

削減額累計  △ 299 △ 699 △ 939 △1,279 △1,628 
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（２）繰越欠損金の解消 

平成３０年度末に約１５億円あった繰越欠損金については、第三次プ

ラン期間中の解消としていたが、賃貸管理事業等を適切に実施した結

果、令和４年度末で全て解消した。 

 

繰越欠損金及び剰余金の推移             （単位：百万円） 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 

期末残高 △1,494 △1,153 △732 △344 13 

圧縮額  341 421 388 357 

圧縮額累計  341 762 1,150 1,507 

 

（３）県営住宅の管理 

  県営住宅等については、公社が管理代行制度による管理業務を継

続した。 

また、県と連携し、県民サービスの低下を招くことがないよう、

業務の円滑な実施に努めながら、民間事業者による指定管理者制度

を導入し、段階的な移行を実施している。 

 

（４）保有資産の整理 

山宮南第一団地及び第二団地とも、解体工事等を計画的に進め、

それぞれ令和２年１１月及び令和４年５月に事業を廃止した。 

分譲団地内のガス基地として供給業者に貸与している用地（以下

「ガス基地用地」という。）については、ガス供給事業者との協議

を行い、２団地のガス基地用地を売却した。 

分譲団地内の道路、公園などの附帯施設等については、移管先機

関との協議等は継続してきたものの、第三次改革プラン期間中の実

績としての成果を上げることができなかった。 

 

（５）賃貸管理事業の継続 

 第三次改革プラン期間中に契約期限を迎えた事業用定期借地権契

約については、契約の継続を基本に事業者との協議を行い、契約の

継続が図られた。 

 

（６）ファミ賃事業への対応 

事業継続中のオーナー１者については、適切な事業経営により未

収金が発生することなく返済が進んでおり、連帯債務は解消される見

込みである。 

また、法的手続きにより公社が取得し、直接経営を行っている１

件については、一般賃貸住宅管理事業として家賃収入が確保できて

おり、健全な経営が実施継続されている。 
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連帯債務の状況                     （単位：百万円） 

年度 H30 R1 R2 R3 R4 R5見込 

期末残高 64 62 59 56 52 48 

縮減削減額  △2 △3 △3 △4 △4 

削減額累計  △2 △5 △8 △12 △16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）要員計画 

令和３年度までは２１人を基本とする要員計画に基づく配置とし

た。 

令和４年度の一部県営住宅への指定管理者制度の導入を受け、要

員見直しを行った。 

    また、公社事業の縮小整理・調整等の対応や技術力確保のための

県職員の派遣については、令和４年度まで支援を行った。 

 

（８）人件費の抑制 

人件費の抑制方策に基づき、計画どおり実施した。 
 

 （プロパー職員の給料や手当に関する人件費の縮減方策の継続） 

職員給料  ：適用給料表（山梨県職員給与条例、行政職給料表） 

の給料月額を５％削減 

     管理職手当 ：支給額を５０％削減 

 

 

 

 

 

 

40

50

60

70

H30 R1 R2 R3 R4 R5見込

連帯債務額

16 百

万円

削減 

単位：百万円 
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３ 公社の現状 

 

（１）実施事業 

公社は、県営住宅の管理代行者等として管理を行う県営住宅等管

理事業を中心に、賃貸管理事業及びその他の事業を実施している。 

 
事業計画（令和５年４月１日現在） 
① 県営住宅等管理事業（現行受託期間：R3～R6） 

県営住宅       管理代行制度  ５，７６８戸 
特定公共賃貸住宅    指定管理者制度     ４２ 戸 
準特定優良賃貸住宅   指定管理者制度    １１３戸 

② 一般賃貸住宅管理事業 
パレス５１  １棟  １４戸 

③ 賃貸管理事業 
賃貸宅地管理等事業 

双葉・響が丘 利便施設用地等  ９区画  約５６，１４７㎡ 
その他賃貸施設事業 

双葉・響が丘 駐車場他    ５ヶ所 約６，１１３㎡ 
定期借地権分譲管理事業  双葉響が丘 他２団地 ３１区画 

④ その他事業 

ファミ賃事業  １オーナー 

分譲住宅後払い割賦事業  ４件 

高齢者向け優良賃貸住宅管理事業  ５件 管理戸数２３戸 

 

（２）財務状況 

① 資産及び負債等の状況 

令和４年度決算では、公社が保有する資産は、賃貸事業資産約 

６７億円（双葉・響が丘 利便施設事業用地等 約５８億３千万円、

定期借地権資産土地 約４億円２千万円ほか）などからなる約７７億

となっている。 

なお、賃貸事業資産は、約６７億円の簿価に対し約３４億円の実

勢地価（令和５年公示地価等から推計）が見込まれることから、将

来的に約３３億円の評価損が発生する見込みである。 

一方、金融機関からの借入金約７２億など、負債合計は約７７億

円となっている。 

また、前期繰越欠損金が約３億４千万円となっていたが、当期総

利益が約３億６千万円となったため、前期繰越欠損金は全て解消さ

れ、約１千３百万円が利益剰余金となっている。 
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貸借対照表（令和５年３月３１日現在）                  （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額  

流動資産 

現金預金 

未収金 他 

 

固定資産 

賃貸事業資産 

賃貸施設等資産 

賃貸宅地 

定期借地権資産土地 

その他賃貸施設 

その他賃貸事業資産 

その他事業資産 

有形固定資産 

その他固定資産 

貸倒引当金 

６４０ 

６３９ 

１ 

 

７，０７１ 

６，６７６

６，５６９ 

５，８３２ 

４１９ 

３１８ 

１０７ 

１４ 

２ 

３８６ 

△７ 

流動負債 

未払金 

その他 

 

固定負債 

長期借入金 

その他  

１０６ 

８７ 

１９ 

 

７，５８２ 

７，１７３ 

４０９ 

負債計 ７，６８８ 

資本金 

 

剰余金 

当期利益 

繰越欠損金  

１０ 

 

１３ 

３５７ 

△３４４ 

資本計 ２３ 

資産計 ７，７１１ 負債及び資本計 ７，７１１ 

 

② 損益等の状況 

平成２２年度に残っていた分譲資産を完売するまでは、分譲事業

の事業損失が大きかったため、経常利益は安定していなかったが、

分譲が終了した平成２３年度以降は、概ね３億円から４億円の経常

利益を継続して確保している。 

 

経常利益の状況                       （単位：百万円） 

年度 H19 H20 H21 H22 

経常利益 47 192 245 212 

債務処理対策補助金算入前の経常利益(実質的な経常利益)  △193 △48 5 △28 
 

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

293 295 305 433 475 314 313 283 

53 55 65 193 235 74 73 43 
 

R1 R2 R3 R4 R5 見込 

332 383 387 360 360 

92 143 147 120 120 

 

（３）分譲事業の欠損金 

分譲資産はその投下経費と販売価格に大きな乖離が生じていたた

め、平成１６、１７年度に地方住宅供給公社の会計基準に基づき強制

評価減を実施したこと、及び市場の実勢価格を考慮した販売価格を設

定したことなどから欠損金が生じた。 

令和４年度の前年度繰越欠損金(利益余剰金のマイナス)は約３億４

千万円となっていたが、令和４年度末には、当年度事業利益及び県の

債務処理対策補助金によりすべて解消された。 
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なお、公社の分譲事業は平成２２年度に終了しており、分譲事業から新

たな事業損失（欠損金）は発生していない。 

 

債務処理対策補助金のスキーム 

年   度 毎年度の補助額 

平成２６年度～令和５年度 ２．４億円 

令和６年度～令和１９年度 ０．８億円 

令和２０年度 ０．７億円 

合 計 ３５．９億円 

※令和６年度以降の補助金総額は、１１．９億円となる。 

 

（４）借入金と支払利息 

公社は、県の損失補償を受けて金融機関から借入を行っており、令

和５年度末の借入金残高は約６８億円を見込んでいる。県は債務処理

対策補助金に加え、支払利息軽減のため、平成２６年度から約６９億

円の無利子貸付を行っており、年間２千万円を上回る支払利息が軽減

されている（令和５年度以降は見込）。 

この結果、借入金は、平成３０年度末からの５年間で約１６億円を

削減できる見込みであり、今後も、県の補助金や無利子貸付金を継続

し、支払利息軽減効果や公社事業の利益により、借入金残高を削減し

ていく。 

 

支払利息の軽減状況                               （単位：百万円） 

年 度 借入金残高 支払利息軽減額 借入金金利 

平成３０年度 8,451 △22 0.31%、0.30% 

令和元年度     8,152 △22 0.31%、0.30% 

令和２年度 7,752 △21 0.30% 

令和３年度 7,512 △21 0.30% 

令和４年度 7,173 △23 0.33%、0.30% 

令和５年度(見込) 6,823 △42 0.60%、0.30% 

 

 

第２ 今後の課題と対応策 

 

１ 債務処理 

 

（１）借入金の返済 

借入金については、第三次改革プランで掲げた額を約１億６千万円上

回る削減を達成できる見込みである一方、解散時に清算のため売却する

土地については、公示地価が下落している背景等もあり評価損の拡大も

見込まれるため、今後も事業収入を着実に確保していく必要がある。 
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また、令和２０年度を目途としている解散に向けて積極的な債務処理

に取り組み、県負担を抑制していくため、第三次改革プラン同様、第二

次改革プランで定めた次の支援を継続して実施する。 

 

① 短期無利子貸付金の継続 

これまでの短期無利子貸付金＝約６９億円（借入金残高がこれを

下回る年度からは借入金残高と同額）を令和２０年度まで継続し、

支払利息の軽減を図る。 

なお、補助金の利息軽減効果を維持するため、借入金残高から補

助金額を控除した額を貸付額とする運用を行う。 

 

② 補助金の継続 

これまでの債務処理対策補助金を令和２０年度まで継続する。 

     なお、令和５年度までは、補助金額は２億４千万円とされていた

が、第四次公社改革プラン以降は以下の金額設定となる。 

補助額：０．８億円（令和６～１９年度） 

０．７億円（令和２０年度） 

 

こうした支援を継続していくことにより、令和２０年度の解散時の

県負担を縮小させるとともに、資産売却により残債務（令和２０年度

：約３４億円）を解消できる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

借入金残高の見通し                     （単位：億円） 

年度 R5 R10 R15 R20 

借入金残高 ａ 68 57 45 34 

資産価格(実勢) ｂ 34 

資産処分をした時の 

債務借入金残高 c=ａ-ｂ 
34 23 11 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行支援策に基づく今後の負担  

債務処理対策補助金  約１１．９億円(=０．８億円×１４年(R6～R19)＋０．７億円(R20)) 

※ 今後、借入金の金利や賃貸宅地管理等事業等の事業収入が大きく変動する場合は、

必要に応じて支援内容の見直しを行う。 
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公社改革プラン想定における見通し 

 
     

経常利益の見通し                          （単位：百万円） 

年度 R6 R7 R8 R9 R10 

経常利益 199 195 195 195 193 

債務処理対策補助金算入前の経常利益(実質的な

経常利益) 
119 115 115 115 113 

 

用地等保有状況                           令和５年４月 1 日現在 

 区画 面積（㎡） 

賃貸施設   

双葉・響が丘 利便施設事業用地等 9 56,147 

双葉・響が丘 その他賃貸施設（駐車場用地） 5 6,113 

合計 14 62,260 

定期借地権付分譲宅地 ※   

ツリータウン千塚 5  1,084 

白根桃ノ丘団地 5  1,222 

双葉・響が丘 21  4,472 

合計 31  6,778 

   ※ 定期借地権付分譲宅地の解散時売却に関しては、借地者からの購入希望及び手続 

   きへの協力が前提となる。 
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（２）ファミ賃事業に係る連帯債務の解消等 

① 事業概要 

平成５年から平成１３年にかけ、良質な民間賃貸住宅の供給を推

進するため、遊休地を高度利用しようとする土地所有者（オーナ

ー）と公社が共同で賃貸住宅を建設した。 

当該事業においては、オーナーが住宅金融支援機構（以下「機

構」という。）から融資を受け、オーナーからの返済金により公社

経由で機構に対し返済している。 

また、オーナーと公社は共同事業者として、機構に対し連帯債務

を負っているため、一方が破産した場合はもう一方が残債務を一括

返済する契約になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  連帯債務の縮減等 

第二次改革プラン策定時に課題となっていたファミ賃事業の未収

金については解消が図られ、現在、公社直接経営１物件、事業継続

中オーナー１者に整理することができた。 

今後も引き続き、事業継続中の１者に係る連帯債務の解消に努め

ていく。 

また、公社が直接経営を行っている１物件については、賃貸事業

で収益を確保していくとともに、長期的な経営リスク等を踏まえ、

物件の売却について具体的な検討を進める必要がある。 

 

２ 解散の時期 

 

（１）解散に要する費用 

金融機関等からの借入金残高は、令和５年度末で約６８億円を見込

んでいる。仮に現時点で解散するとした場合は、その債務の清算に不

足する額(約３４億円)を、県が一括して負担することが必要となる。 

公 社 

オーナー 

建
物
譲
渡 

共
同
事
業 

債
務
弁
済
契
約 

住

宅

金

融

支

援

機

構 

③ 
オ
䤀
ナ
䤀
か
ら
の
返
済 

② 融資金の代理受理 

④ 公社から返済 
（公社＋オーナーの連帯債務） 

① 融資申し込み（連名） 
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また、各々の年度に解散する場合に想定される費用を試算すると、

以下のとおりとなり、令和２０年度に解散するとした場合が、最も県

負担を抑制できる見通しである。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

（２）各事業の実施期間 

    定期借地権分譲住宅管理においては、借地契約の期限との関係もあ

ることから、解散時までに売却できなかった土地については貸借の継

続が想定される。 

その他の事業においては、概ね令和２０年度以前に終了する予定で

ある。 

社会経済状況の変化によるリスクを回避するため、可能な事業につ

いては縮小整理に努める。 

【解散時期による県負担の比較】 

※令和２０年度解散における県負担が最小となるのは、公社の事業収益による返済

額累計が最大となることが見込まれるためである。 
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事業実施期間の見通し 

 

以上の状況を踏まえ、公社の各事業の終了時期及び解散に伴う県負担

の抑制の観点から、今後、事業の縮小整理に努める中で、令和２０年度

を目途に解散することとした第二次改革プランの方針を継続する。 

 

３ 保有資産の整理等 

 

（１）分譲地附帯施設 

公社の分譲地において、現在も公社所有となっている共用施設（道

路、公園等）や、ガス基地用地等の附帯施設があり、順次移管及び売却

を進めていく必要がある。 

共用施設については、団地が所在する自治体（甲府市、甲斐市）と移

管協議を行ってきたが、状況に応じ自治会等（認可地縁団体※３））とも

協議を進め、早期かつ円滑に施設の移管を行う必要がある。 

また、ガス基地用地については、供給業者２者に対して、引き続き

売却の協議を進める。 
※３）認可地縁団体：平成３年４月に地方自治法が改正され、自治会・町内会等の地縁による団体が一

定の手続きの下に法人格を取得することが可能となり、団体名で不動産登記が出来るようになっ

た。 
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所在市 団地数 道 路 公園・緑地 ガス基地 集会所 ゴミ集積所 浄化槽跡地 倉庫用地 

甲 府 市 10   3 10 －     3 1 1 1 

甲 斐 市 2 1 1 － － － 1    1 

南アルプス市   4 － －    4 － － － － 

甲 州 市 2 － －     2 － － － － 

合  計 18   4 11 6    3    1   2   2 

 

（２）双葉・響が丘 利便施設用地等 

双葉・響が丘利便施設用地等については、事業用定期借地権を設定

し、その事業収益については借入金の返済に充当されている。 

また、その売却予定額については解散時借入金の返済原資として位

置付けられている。 

事業用定期借地権契約に係る地代収益の安定確保及び解散時の資産

売却は、公社改革プランを着実に遂行していく上で重要な課題であ

る。 

 

（３）定期借地権分譲宅地 

    定期借地権分譲宅地については、借地期間内であっても借地者から

購入希望があれば、随時、売却に応じているところであるが、公社解

散後においても、一部契約については貸借の継続が想定されることか

ら、解散後の対応等についても検討を進めていく必要がある。 

 

４ 県営住宅の管理 

 

（１）指定管理者制度への移行 

管理代行制度の優位性（参考資料参照）及び公営住宅管理の特殊性

を踏まえると、当面、公社が管理代行制度により県営住宅の管理をし

ていくことが望ましいが、退職者不補充の方針により、今後、プロパ

ー職員の減少に伴う組織力の低下は免れない。 

このため、公社が令和２０年度を目途に解散することを念頭に、組

織力の低下も勘案しながら、民間事業者による指定管理者制度への移

行を進める。 

 

（２）円滑な移行の実施 

住宅セーフティネットとして重要な役割を担う県営住宅について

は、管理手法の変更によって県民サービスの低下を招くことがないよ

う、円滑に民間事業者による指定管理者制度へ移行する必要がある。 

このため、公社が長年の業務対応により蓄積してきた県営住宅の特

殊性の高い管理業務に関する経験やノウハウが、県及び指定管理者に

より効果的に承継されるよう、三者で連携しながら円滑な移行を進め
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ていく。 

 

 

第３ 第四次改革プランの計画期間、経営方針 

 

１ 計画期間 

 令和５年度を基準年度とし、令和６年度から令和１０年度までの５年

間とする。 

なお、令和１０年度において、第四次改革プランの検証を行う。 

 

２ 経営方針 

第四次改革プランの経営方針については、第三次改革プランの継続を

基本とし、今後の諸課題に着実に対応していく。 

 

（１）借入金の返済 

短期無利子貸付金及び債務処理対策補助金により、金融機関の有利子

負債を軽減した上で、経営の健全化を図り、借入金を計画的に削減して

いく。 

令和５年度末で見込まれる借入金約６８億円を今後５年間で約１１

億円削減し、令和１０年度末の借入金残高が約５７億円となるよう削

減に努める。 

 

（２）賃貸管理事業の継続 

   双葉・響が丘利便施設用地等を中心とした賃貸施設等管理事業は、

借入金返済原資として安定した収入が見込める事業であることから、

引き続き着実に実施していく。第四次プラン期間内に期限を迎える事

業用定期借地権設定契約については、その継続を基本に事業者と協議

を進める。 

 

（３）保有資産の整理 

分譲地内に残存する道路、公園、ガス基地用地等の附帯施設につい

ては、令和２０年度を目途とした解散を見据えながら、移管先機関等

との協議を継続していく。 

また、資産整理を円滑に進めるため、移管に伴う問題点等を整理し

た上で進捗状況等を適切に管理し、県と公社の間で情報共有を図りな

がら諸課題への解決を図るものとし、県は必要に応じて支援を行う。 

 

（４）県営住宅の管理 

プロパー職員の要員等を勘案した範囲で、管理代行制度による管理

を継続する。 
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併せて、全面的移行を見据え、県及び公社は、指定管理事業者と連

携し、公社が長年に渡り蓄積した経験やノウハウを共有するなど、入

居者にとって必要なサービスが、全ての入居者に公平公正に提供でき

る管理体制の整備に努める。 

 

（５）ファミ賃事業への対応 

事業を継続しているオーナー１者については、借換えの促進等を行

うとともに、適切に経営状況等を管理していく。なお、未収金が発生

した場合は、厳正な債権回収や公社による直接経営等により、公社の

連帯債務の解消を図る。 

また、法的手続きにより公社が取得し、直接経営を行っている１物

件については、賃貸事業により収益を確保していくとともに、長期経

営によるリスク等を考慮し、物件の売却を見据えた具体的な検討を進

める。 

 

（６）要員計画 

本プランにおける各種事業を着実に遂行していくためには、公社プ

ロパー職員が長年の業務執行により培ってきた経験とノウハウが必要

であることから、プロパー職員については、定年退職以外は雇用を維

持することを基本とする。 

また、業務量に相応した適正人員の配置を行っていく。 

 

（７）人件費の抑制  

プロパー職員の給料や手当に関する現在の人件費の縮減方策は、継

続する。 

 

項 目 縮 減 の 内 容 

職員給料 
適用給料表（山梨県職員給与条例に規定する行政職給料表）の給

料月額を５％削減した額を算定基礎とし支給 

管理職手当 支給額を５０％削減した額を支給 

 

（８）改革の推進 

    上記の取組みに加えて、様々な手法を検討し、出来る限り県負担を

少なくしつつ、早期かつ円滑に債務処理を終了できるよう、努めてい

く。 

 

 

 

 

 



- 16 - 

 

 

 
 

２０２４ ２０２５ ２０２６ ２０２７ ２０２８ ２０２９
（Ｒ６） （Ｒ７） （Ｒ８） （Ｒ９） （Ｒ１０） （Ｒ１１）

借入金の返済

賃貸施設等管理
事業の継続

保有資産の整理

県営住宅の管理

ファミ賃事業
への対応

要員計画

人件費の抑制

２
０
３
８
年
度
を
目
途
に
公
社
解
散

６８億円 ５７億円

第四次改革プラン計画期間

指定管理（民間）

管理代行（公社）

１１億円削減

分譲地附帯施設の移管等

期限を迎える事業用定期借地権設定契約の継続

適切な経営状況管理の継続(オーナー物件)

売却検討(公社経営物件)

縮小整理に伴う要員等の随時見直し

給与５％カット、管理職手当５０％カットの継続
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   ○ 指定管理者制度と管理代行制度の比較（第二次改革プランからの再掲）                                   

 指定管理者制度 管理代行制度 

根拠法令  平成１５年度に地方自治法の改正

によって創設 

－第２４４条の２－ 

 平成１７年度に公営住宅法の改正によ

って創設 

－第４７条－ 

考え方  公の施設管理を広く民間が行うこ

とができる制度で、地方公共団体の

指定を受けた指定管理者が管理業

務の一部を行う。 

 

 

 県営住宅を管理するために設けられた

制度で、人々が生活の本拠を置くとともに

入居者の家族構成や収入状況等高度な

個人情報の提供を受け施設の管理等を

行うという県営住宅の特殊性を踏まえたも

の。 

 単なる事務の委託ではなく、管理権限を

伴う事業主体の立場を代行する。 

主 体 

 

 法人その他の団体 

 

 事業主体以外の地方公共団体（事務組

合含む。）又は地方住宅供給公社に限定 

性 格  県営住宅の管理業務の一部を競

争により委託させることで、入居者の

要求に対して迅速な対応が可能と

なり、また、事業主体の事務経費の

節減が図られる。<委託する事務が

限定> 

 県営住宅の入居者の決定から明渡し請

求までの一連の業務を代行させることで、

効率的で迅速なサービスの提供が可能に

なり、また、事業主体の事務が軽減するた

め、指定管理者制度と比較すると県職員

数は少なくて済む。<最大の利点> 

 さらに、県営住宅は住宅困窮者の居住

の安定を図ることから、住民の生活の安定

に寄与することを目的とする住宅供給公

社による管理が適している。 

業務範囲  行政判断が不要な機械的事務や

事実行為に限る。 

 公営住宅法第３章の管理事務のうち家

賃の決定や減免等金銭に係るもの以外の

もの 

 

※ 管理代行制度の意義 

公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者の居住の安定を図ることを目的として

いることから、その管理は、公営住宅法に基づき、中立・公平な立場に立った適

切な判断に基づき行う必要がある。 

このため、公営住宅法においては、管理権限の行使を事業主体たる地方公共団

体に限定している。 

このような管理権限の行使を含めた管理の代行は、個別の業務委託や指定管理

者制度ではできないことから、公営住宅法の改正により、代行者を地方公共団体

と住宅供給公社に限ったうえで、公営住宅の管理代行制度が設けられた。 

参考資料（管理代行補足説明資料） 


